
  １８．市　民　所　得

単位：百万円，％

実 額 構成比 実 額 構 成 比 増加率 実 額 構 成 比 増加率

3,903 4.2 3,754 3.9 △ 3.8 3,058 3.2 △ 18.5

868 0.9 1,058 1.1 21.9 1,015 1.1 △ 4.1

101 0.1 88 0.1 △ 12.9 95 0.1 8.0

2,934 3.1 2,608 2.7 △ 11.1 1,948 2.1 △ 25.3

28,718 30.6 31,964 32.8 11.3 31,241 33.2 △ 2.3

148 0.2 193 0.2 30.4 211 0.2 9.3

22,402 23.9 25,771 26.5 15.0 25,235 26.8 △ 2.1

6,168 6.6 6,000 6.2 △ 2.7 5,795 6.2 △ 3.4

60,571 64.5 60,949 62.6 0.6 59,173 62.9 △ 2.9

2,648 2.8 2,779 2.9 4.9 2,721 2.9 △ 2.1

7,032 7.5 6,950 7.1 △ 1.2 6,614 7.0 △ 4.8

6,498 6.9 6,480 6.7 △ 0.3 5,517 5.9 △ 14.9

2,145 2.3 2,011 2.1 △ 6.2 1,246 1.3 △ 38.0

1,856 2.0 1,780 1.8 △ 4.1 1,984 2.1 11.5

1,970 2.1 2,082 2.1 5.7 1,762 1.9 △ 15.4

9,011 9.6 9,122 9.4 1.2 9,213 9.8 1.0

2,135 2.3 2,108 2.2 △ 1.3 2,057 2.2 △ 2.4

5,175 5.5 5,247 5.4 1.4 6,009 6.4 14.5

6,328 6.7 6,327 6.5 △ 0.0 6,331 6.7 0.1

12,076 12.9 12,365 12.7 2.4 12,418 13.2 0.4

3,695 3.9 3,699 3.8 0.1 3,301 3.5 △ 10.8

計 93,192 － 96,667 － 3.7 93,472 － △ 3.3

1,647 1.8 1,685 1.7 2.3 1,662 1.8 △ 1.4

919 1.0 1,042 1.1 13.4 1,040 1.1 △ 0.2

93,920 100.0 97,310 100.0 3.6 94,094 100.0 △ 3.3市  内  総  生  産

公 務

教 育

保 健 衛 生 ・ 社 会 事 業

（控除）総資本形成に係る消費税

そ の 他 の サ ー ビ ス

農 業

製 造 業

金 融 ・ 保 険 業

建 設 業

第 3 次 産 業

卸 売 ・ 小 売 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
・ 廃 棄 物 処 理 業

輸入品に課される税・関税

鉱 業

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

第 1 次 産 業

　　1．産業別市内総生産

宿泊・飲食サービス業

資料：令和2年度市町村民所得推計報告書
　　　　（注：表内の整合をとっているため、市町村民所得推計報告書中の数字とは異なる）

令 和 2 年 度
区 分

専門・科学技術、業務支
援 サ ー ビ ス 業

不 動 産 業

情 報 通 信 業

運 輸 ・ 郵 便 業

林 業

水 産 業

第 2 次 産 業
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単位：百万円，％

資料：令和2年度市町村民所得推計報告書　（平成30年度・令和元年度は遡及改定値）

　【いちき串木野市の人口（人）】

　【鹿児島県の人口（人）】

　【国の人口（千人）】

（％）

（％）

　 （注1：県民所得は「県民経済計算」，国民所得は「国民経済計算」の値）

資料:令和2年度市町村民所得推計報告書，県統計年鑑，県民経済計算年報　（平成30年度・令和元年度は遡及改定値）

家 計

〔市／県〕

1 人 当 た り 格 差

1 人 当 た り 格 差

〔市／国〕

1 人 当 た り 国 民 所 得 （ 千 円）

△ 0.8

民 間 法 人 企 業

公 的 企 業

1 人 当 た り 県 民 所 得

令 和 元 年 度 令 和 2 年 度

実 額
区 分

構 成 比 増加率 実 額 増 加 率

平 成 30 年 度

64.61.5

構 成 比

△ 3.561.4 39,689 61.0

実 額

38,302

20,929

14,872

65

51.2

構 成 比

一 般 政 府

5,959

551

3,640

△ 101

1 人 当 た り 市 民 所 得

4,030,991

2,260

△ 0.1

国 民 所 得

9.6

県 民 所 得

（ 千 円）

－ 

個 人 企 業

（ 千 円）

市 民 所 得 （ 分 配 ）

1 人 当 た り 市 民 所 得 （ 千 円）

市 民 所 得

実 額

100.0 65,079 100.0 2.2

2,157

5.5 △ 2.2

－ 3.5

対 家 計 民 間
非 営 利 団 体

企 業 所 得

△ 51

財 産 所 得

5.8

△ 0.1

6,151

5.7 3,560

33,015 50.7 1.3 31,820 53.7

9.5

△ 3.6

△ 1.9

0.9 523 0.8 △ 5.0 445 0.8

9.4

△ 15.0

△ 1.9

△ 67 △ 0.1 34.3

10.23.2 6,037

3,493 5.9

△ 73

△ 19.9

△ 9.6

0.1

5.5 △ 3.0 3,508 5.93,5685.8

△ 0.2

△ 1.7

59 0.1 △ 9.0 58 0.1 △ 1.7

29.517,488

23.4 15,330 23.6 3.1

33.5 4.332.9

△ 28.2

34 0.1 165.4 △ 147 △ 0.2 △ 536.4

11,011 18.6

2.4

59,283 100.0

6,624 11.2

対 前 年度 増加 率（ ％）

△ 8.9

2,338

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 令 和 2 年 度 元

－ 

6,466 9.9

2

△ 7.7

△ 0.8

63,670,087 65,079,225 59,283,120 2.2 △ 8.9

2,157

1,614,297 1,588,256

4,020,267 3,753,887

4,129,193 4,162,962 3,824,743

71.0 73.6 72.5

88.4 90.0 89.6

3,181 3,177 2,975

126,727 126,525 126,161

2,558 2,599 2,408

2,338

△ 0.2

△ 8.1

△ 0.3 △ 6.6

0.8

27,839 27,490 △ 1.2 △ 1.3

1,601,865

－ － 

－ － 

（ 百 万 円 ）

△ 6.4△ 0.1

3.5 △ 7.7

28,177

1.6 △ 7.3

△ 0.3

（ 億 円 ）

6,109

区 分

（ 千 円 ）

63,670

2,260

　　2．市民所得の分配

　　3．市民（県民・国民）所得の推移

3,677

39,101

32,591

雇 用 者 報 酬

賃 金 俸 給

雇 主 の 現 実 社 会 負 担

雇 主 の 帰 属 社 会 負 担

21,830
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項目 総人口

市名 （人） 総額（千円）
増加率
（％)

総額（千円）
増加率
（％)

実額（千円）
増加率
（％)

対 県
格差( ％)

鹿 児 島 市 593,128 2,034,369,957 △ 1.9 1,541,244,603 △ 7.6 2,599 △ 7.3 108.0

鹿 屋 市 101,096 360,271,810 1.1 241,748,515 △ 4.2 2,391 △ 3.4 99.3

枕 崎 市 20,033 77,415,318 △ 4.3 44,769,514 △ 8.5 2,235 △ 6.3 92.8

阿 久 根 市 19,270 64,004,243 3.7 41,176,513 △ 7.5 2,137 △ 6.1 88.7

出 水 市 51,994 171,372,685 △ 0.4 118,216,930 △ 4.2 2,274 △ 3.5 94.4

指 宿 市 39,011 126,521,388 △ 3.6 85,011,074 △ 6.8 2,179 △ 5.5 90.5

西 之 表 市 14,708 45,504,438 0.5 34,114,578 △ 4.9 2,319 △ 3.3 96.3

垂 水 市 13,819 59,274,328 △ 2.2 31,927,656 △ 7.5 2,310 △ 5.7 96.0

薩 摩 川 内 市 92,403 408,848,055 △ 4.8 221,408,721 △ 7.4 2,396 △ 6.5 99.6

日 置 市 47,153 136,742,786 1.5 99,943,815 △ 5.2 2,120 △ 4.3 88.0

曽 於 市 33,310 119,017,544 0.5 75,312,134 △ 4.3 2,261 △ 2.7 93.8

霧 島 市 123,135 489,206,288 △ 15.1 301,981,708 △ 5.3 2,452 △ 4.8 101.8

いちき串木野市 27,490 94,093,565 △ 0.3 59,283,120 △ 7.0 2,157 △ 5.8 89.5

南 さ つ ま 市 32,887 100,472,784 △ 0.5 67,994,386 △ 7.0 2,068 △ 5.8 85.8

志 布 志 市 29,329 140,379,240 12.4 76,307,896 △ 5.6 2,602 △ 4.1 108.1

奄 美 市 41,390 129,608,893 0.1 94,548,476 △ 10.9 2,284 △ 9.7 94.9

南 九 州 市 33,080 129,304,120 △ 2.9 76,064,577 △ 4.8 2,299 △ 3.0 95.4

伊 佐 市 24,453 103,550,948 7.9 59,673,188 △ 2.6 2,440 △ 0.8 101.3

姶 良 市 76,348 206,006,540 △ 4.0 166,859,295 △ 4.7 2,186 △ 5.0 90.7

資料：令和2年度市町村民所得推計報告書（注：令和4年3月31日現在の県下19市を表示）

　

市 内 総 生 産 市 民 所 得 人 口 1 人 当 た り 市 民 所 得

　　4．県下各市の市民所得主要指標
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第1章　市民所得の概念

市民所得推計は次のようなことに利用できます。

産業別市内純生産

市民所得

市民所得は，生産要素を提供した市内の居住者に帰属する所得として把握されます。これを機能

長期経済や地域開発計画の策定を有効適切に行うことができます。

出す）された価値を，貨幣価値で評価したものです。

　2．市民所得の概念

(4)

市の所得水準及び経済の成長率が明示されることから，県全体に対する本市の位置を判定する

ことができ，統一された概念及び推計方法のもとに地域間の比較が可能となります。

生産面では，市内の産業構造の実態を明らかにすることによって，所得との関連において産業

市民所得とは，一定期間 （ 通常１カ年） において市内居住者の生産活動により，新たに付加（生み

施策の方向を決定することができます。

であっても市民ベースでとらえるので， この所得は純粋ないちき串木野市の所得と言えます。

れた所得は， それが市外の人のものであっても， 一応市内の所得として算入されることになります。

でとらえますので， その発生所得はいちき串木野市民だけの所得とは限りません。 市内で生産さ

面から見た場合には， 各産業要素である土地， 労働， 資本などに分配され， それぞれ地代， 賃金，

把 握 し ， 市 民 所 得 は 市 民 ベ ー ス で 把 握 す る こ と と し ま す 。 こ の 場 合 の 居 住 者 と は ， 個 人

(1)

(2)

市民所得推計は，生産，分配面から本市経済の実態を明らかにして，県経済における市経済の位

市民の所得の規模等を明らかにすることで， 地域経済の実態を包括的に把握することができ，(1)

置を示すとともに，地域分析や政策立案にも役立たせようとするものであります。

(2)

(3)

市行財政の指向すべき目標を設定することが可能となります。

問 わ ず 把 握 す る も の で す 。 市 民 ベ ー ス は ， 市 内 居 住 者 が 地 域 の い か ん を 問 わ ず 生 み 出 し た

だけではなく， 法人企業， 政府機関など経済主体全般に適用されます。

　1．市民所得推計の目的と利用

企業利潤などの所得を形成します。また経済主体面からみれば，各経済主体に分配され，企業所得，

財産所得などを形成します。 したがって， 市民所得は市民ベースであり， 他の市町村で発生したもの

所 得 を 把 握 す る も の で あ り ま す 。 こ の 推 計 で は ， 産 業 別 生 産 額 ・ 純 生 産 は 市 内 ベ ー ス で

産業別市内純生産とは， 一定期間（通常１カ年）に市内各産業部門の生産活動によって，新たに

生み出された純生産物の価値の貨幣評価額を示したものです。 この市内純生産は市内ベース

付加価値を把握する場合，市内ベース（属地主義）と市民ベース（属人主義）とがあります。

市内ベースは，市行政区域内で生み出された所得を，その生産に携わった者の居住地のいかんを
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市民所得推計の諸概念と相互関連図

生

産

分

配

「総（グロス）」概念と「純（ネット）」概念

 ものを「総」概念と呼び，含まないものを「純」概念と呼ぶ。

「市場価格表示」と「要素費用表示」

「市内」概念と「市民」概念

 

市 内 産 出 総 額

市 内 総 生 産 （ 市 場 価 格 表 示 ）
中 間
投 入

市 内 純 生 産 （ 市 場 価 格 表 示 ）
固 定 資 本
減 耗

市 内 純 生 産 （ 要 素 費 用 表 示 ） 純 間 接 税

財産所得 企業所得

政

府

対

家

家

計

法

人

公

的

個

人

（ 市 内 所 得 ）

市 外
か ら の
純 所 得

雇 用 者 報 酬

財産所得 企業所得

政

府

対

家

家

計

法

人

雇 用 者 報 酬

固定資本減耗（建物，設備，機械などの固定資産の将来の代替のための費用）を付加価値に含んだ

公

的

個

人

（ 市 民 所 得 ）

 把握する方法。

◆関係式　：　市内純生産（市場価格表示） ＝ 市内総生産（市場価格表示） － 固定資本減耗　

市場価格表示とは，文字どおり市場で取引される価格で表示する方法。

⒉

⒈

⒊

◆関係式　：　市民所得 ＝ 市内所得 ＋ 市外からの純所得

市内概念とは，市内の居住者か否かに関わらず，市という区域の中で生み出された付加価値を把握

 する方法。

市民概念とは，市内の居住者が生み出した付加価値をその生産にあたった地域のいかんを問わずに

要素費用表示とは，財貨・サービスの生産のために必要な要素（土地，労働，資本）に対する費用で

 評価する方法。

◆関係式　：　市内純生産（要素費用表示） ＝ 市内純生産（市場価格表示） － 純間接税（間接税－補助金）
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 第2章　市民所得の概要

第１次産業

第２次産業

第３次産業

現実社会負担は114百万円(1.9％)の減となった。全体としては、前年度に比べ1,387百万円（3.5％）の

所得は17,488百万円で29.5％の構成割合となっている。

（1.9％）の減となった。

千円に対し89.6％、国民所得2,975千円に対して72.5％となった。

（7.7％）減の2,157千円となり、これを1人当たり県民所得及び国民所得と比較すると、県民所得2,408

企業所得では、大部分を占める民間法人企業が4,319百万円（28.2％）の減となり、全体としても前年

雇用者報酬では、全体の大部分を占める賃金俸給が1,195百万円（3.6％）の減となり、雇主の

財産所得では、大部分を占める家計が60百万円（1.7％)の減となり、全体も前年度に比べ67百万円

この結果、令和2年度の市民所得59,283百万円を1人当たり市民所得でみると, 前年度より181千円

度に比べ4,342百万円（19.9％）の減となった。

減となった。

　1．市内総生産

　令和2年度市内総生産は総額94,094百万円で、前年度に比べ3,216百万円（3.3％）減少している。

万円で33.2％、第3次産業が59,173百万円で62.9％となっており、前年度と比較し、第1次産業、

増の211百万円、製造業は536百万円（2.1％）減の25,235百万円、建設業は205百万円（3.4％）

産業別にみると、生産額及び構成割合は、第1次産業が3,058百万円で3.2％、第2次産業が31,241百

第2次産業、第3次産業とも減となっている。

第1次産業全体では、前年度に比べ696百万円 （18.5％）のマイナス成長となった。

分配項目別にみると、雇用者報酬は38,302百万円で64.6％、財産所得は3,493百万円で5.9％、企業

　2．市民所得の分配

第3次産業の市内総生産額59,173百万円を産業別にみると、電気・ガス・水道・廃棄物処理業は

第2次産業全体では、前年度に比べ723百万円（2.3％）のマイナス成長となった。

運輸・郵便業は963百万円（14.9％）減の5,517百万円、情報通信業は204百万円（11.5％）増の1,984百

第1次産業の市内総生産額3,058百万円を産業別にみると、農業は前年度より43百万円（4.1％）

前年度より58百万円（2.1％）減の2,721百万円、卸売・小売業は336百万円（4.8％）減の6,614百万円、

減の5,795百万円となった。

(3)

第3次産業全体では、前年度に比べ1,776百万円（2.9％）のマイナス成長となった。

万円となった。

令和2年度市民所得は総額59,283百万円で、前年度に比べ5,796百万円減少している。

(1)

減の1,015百万円、林業は7百万円（8.0％）増の95百万円、水産業は660百万円 （25.3％)減の

(2)

第2次産業の市内総生産額31,241百万円を産業別にみると、鉱業は前年度より18百万円(9.3％）

1,948百万円となった。
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